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○ 指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準について（平成１１年７月２９日老企第２２号 厚生省老人保健福祉局企画課長通知）
（変更点は下線部）

改 正 前 改 正 後

第一 基準の性格 第一 基準の性格

１～３ （略） １～３ （略）

４ 特に、指定居宅介護支援の事業においては、基準に合致するこ ４ 特に、指定居宅介護支援の事業においては、基準に合致するこ

とを前提に自由に事業への参入を認めていること等にかんがみ、 とを前提に自由に事業への参入を認めていること等に鑑み、基準

基準違反に対しては、厳正に対応すべきであること。 違反に対しては、厳正に対応すべきであること。

第二 指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準 第二 指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準

１ 基本方針 １ 基本方針

介護保険制度においては、要介護者である利用者に対し、個々 介護保険制度においては、要介護者である利用者に対し、個々

の解決すべき課題、その心身の状況や置かれている環境等に応じ の解決すべき課題、その心身の状況や置かれている環境等に応じ

て保健・医療・福祉にわたる指定居宅サービス等が、多様なサー て保健・医療・福祉にわたる指定居宅サービス等が、多様なサー

ビス提供主体により総合的かつ効率的に提供されるよう、居宅介 ビス提供主体により総合的かつ効率的に提供されるよう、居宅介

護支援を保険給付の対象として位置づけたものであり、その重要 護支援を保険給付の対象として位置付けたものであり、その重要

性に鑑み、保険給付率についても特に十割としているところであ 性に鑑み、保険給付率についても特に十割としているところであ

る。 る。

基準第一条第一項は、「在宅介護の重視」という介護保険制度 基準第一条第一項は、「在宅介護の重視」という介護保険制度

の基本理念を実現するため、指定居宅介護支援の事業を行うに当 の基本理念を実現するため、指定居宅介護支援の事業を行うに当

たってのもっとも重要な基本方針として、利用者からの相談、依 たってのもっとも重要な基本方針として、利用者からの相談、依

頼があった場合には、利用者自身の立場に立ち、常にまず、その 頼があった場合には、利用者自身の立場に立ち、常にまず、その

居宅において日常生活を営むことができるように支援することが 居宅において日常生活を営むことができるように支援することが

できるかどうかという視点から検討を行い支援を行うべきことを できるかどうかという視点から検討を行い支援を行うべきことを

定めたものである。 定めたものである。

このほか、指定居宅介護支援の事業の基本方針として、介護保 このほか、指定居宅介護支援の事業の基本方針として、介護保

険制度の基本理念である、高齢者自身によるサービスの選択、保 険制度の基本理念である、高齢者自身によるサービスの選択、保

健・医療・福祉サービスの総合的、効率的な提供、利用者本位、 健・医療・福祉サービスの総合的、効率的な提供、利用者本位、

公正中立等を掲げている。介護保険の基本理念を実現する上で、 公正中立等を掲げている。介護保険の基本理念を実現する上で、

指定居宅介護支援事業者が極めて重要な役割を果たすことを求め 指定居宅介護支援事業者が極めて重要な役割を果たすことを求め

たものであり、指定居宅介護支援事業者は、常にこの基本方針を たものであり、指定居宅介護支援事業者は、常にこの基本方針を

踏まえた事業運営を図らなければならない。 踏まえた事業運営を図らなければならない。
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２ 人員に関する基準 ２ 人員に関する基準

指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援事業所に介護支 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援事業所に介護支

援専門員を配置しなければならないが、利用者の自立の支援及び 援専門員を配置しなければならないが、利用者の自立の支援及び

生活の質の向上を図るための居宅介護支援の能力を十分に有する 生活の質の向上を図るための居宅介護支援の能力を十分に有する

者を充てるよう心がける必要がある。 者を充てるよう心がける必要がある。

また、基準第二条及び第三条に係る運用に当たっては、次の点 また、基準第二条及び第三条に係る運用に当たっては、次の点

に留意する必要がある。 に留意する必要がある。

⑴～⑶ （略） ⑴～⑶ （略）

３ 運営に関する基準 ３ 運営に関する基準

⑴ （略）内容及び手続きの説明及び同意 ⑴ （略）

⑵ 提供拒否の禁止 ⑵ 提供拒否の禁止

基準第五条は、居宅介護支援の公共性にかんがみ、原則とし 基準第五条は、居宅介護支援の公共性に鑑み、原則として、

て、指定居宅介護支援の利用申込に対しては、これに応じなけ 指定居宅介護支援の利用申込に対しては、これに応じなければ

ればならないことを規定したものであり、正当な理由なくサー ならないことを規定したものであり、正当な理由なくサービス

ビスの提供を拒否することを禁止するものである。 の提供を拒否することを禁止するものである。

なお、ここでいう正当な理由とは、①当該事業所の現員から なお、ここでいう正当な理由とは、①当該事業所の現員から

は利用申込に応じきれない場合、②利用申込者の居住地が当該 は利用申込に応じきれない場合、②利用申込者の居住地が当該

事業所の通常の事業の実施地域外である場合、③利用申込者が 事業所の通常の事業の実施地域外である場合、③利用申込者が

他の指定居宅介護支援事業者にも併せて指定居宅介護支援の依 他の指定居宅介護支援事業者にも併せて指定居宅介護支援の依

頼を行っていることが明らかな場合等である。 頼を行っていることが明らかな場合等である。

⑶ （略） ⑶ （略）

⑷ 身分を証する書類の携行 ⑷ 身分を証する書類の携行

基準第九条は、利用者が安心して指定居宅介護支援の提供を 基準第九条は、利用者が安心して指定居宅介護支援の提供を

受けられるよう、指定居宅介護支援事業者が、当該指定居宅介 受けられるよう、指定居宅介護支援事業者が、当該指定居宅介

護支援事業所の介護支援専門員に介護支援専門員証を携行さ 護支援事業所の介護支援専門員に介護支援専門員証を携行さ

せ、初回訪問時及び利用者又はその家族から求められたときは、 せ、初回訪問時及び利用者又はその家族から求められたときは、

これを提示すべき旨を指導するべきこととしたものである。ま これを提示すべき旨を指導するべきこととしたものである。

た、すでに交付を受けている介護支援専門員登録証明書につい

ては、介護保険法施行令等の一部を改正する政令（平成十八年

政令第百五十四号）附則第二十一条の規定により、介護支援専

門員証とみなすこととされ、有効期間については以下のとおり

である。

ア 当該介護支援専門員登録証明書が作成された日（以下「作
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成日」という。）が平成十二年四月一日から平成十四年三月

三十一日までの間である場合 平成二十年四月一日から平成

二十一年三月三十一日までの間において作成日に応当する日

イ 作成日が、平成十四年四月一日から平成十六年三月三十一

日までの間である場合 平成二十一年四月一日から平成二十

二年三月三十一日までの間において作成日に応当する日（作

成日に応当する日がない月においては、その月の翌月の初日）

ウ 作成日が、平成十六年四月一日から平成十八年三月三十一

日までの間である場合 平成二十二年四月一日から平成二十

三年三月三十一日までの間において作成日に応当する日

⑸・⑹ （略） ⑸・⑹ （略）

⑺ 指定居宅介護支援の基本取扱方針及び具体的取扱方針 ⑺ 指定居宅介護支援の基本取扱方針及び具体的取扱方針

基準第十三条は、利用者の課題分析、サービス担当者会議の 基準第十三条は、利用者の課題分析、サービス担当者会議の

開催、居宅サービス計画の作成、居宅サービス計画の実施状況 開催、居宅サービス計画の作成、居宅サービス計画の実施状況

の把握などの居宅介護支援を構成する一連の業務のあり方及び の把握などの居宅介護支援を構成する一連の業務のあり方及び

当該業務を行う介護支援専門員の責務を明らかにしたものであ 当該業務を行う介護支援専門員の責務を明らかにしたものであ

る。 る。

なお、利用者の課題分析（第六号）から居宅サービス計画の

利用者への交付（第十一号）に掲げる一連の業務については、

基準第一条に掲げる基本方針を達成するために必要となる業務

を列記したものであり、基本的にはこのプロセスに応じて進め

るべきものであるが、緊急的なサービス利用等やむを得ない場

合や、効果的・効率的に行うことを前提とするものであれば、

業務の順序について拘束するものではない。ただし、その場合

にあっても、それぞれ位置付けられた個々の業務は、事後的に

可及的速やかに実施し、その結果に基づいて必要に応じて居宅

サービス計画を見直すなど、適切に対応しなければならない。

①～⑥ （略） ①～⑥ （略）

⑦ 課題分析における留意点(第七号) ⑦ 課題分析における留意点(第七号)

介護支援専門員は、解決すべき課題の把握（以下「アセス 介護支援専門員は、解決すべき課題の把握（以下「アセス

メント」という。）に当たっては、必ず利用者の居宅を訪問 メント」という。）に当たっては、利用者が入院中であるこ

し、利用者及びその家族に面接して行わなければならない。 となど物理的な理由がある場合を除き必ず利用者の居宅を訪

この場合において、利用者やその家族との間の信頼関係、協 問し、利用者及びその家族に面接して行わなければならない。
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働関係の構築が重要であり、介護支援専門員は、面接の趣旨 この場合において、利用者やその家族との間の信頼関係、協

を利用者及びその家族に対して十分に説明し、理解を得なけ 働関係の構築が重要であり、介護支援専門員は、面接の趣旨

ればならない。なお、このため、介護支援専門員は面接技法 を利用者及びその家族に対して十分に説明し、理解を得なけ

等の研鑽に努めることが重要である。 ればならない。なお、このため、介護支援専門員は面接技法

等の研鑽に努めることが重要である。

また、当該アセスメントの結果について記録するとともに、 また、当該アセスメントの結果について記録するとともに、

基準第二十九条第二項の規定に基づき、当該記録は、二年間 基準第二十九条第二項の規定に基づき、当該記録は、二年間

保存しなければならない。 保存しなければならない。

⑧～⑬ （略） ⑧～⑬ （略）

⑭ 居宅サービス計画の変更の必要性についてのサービス担当 ⑭ 居宅サービス計画の変更の必要性についてのサービス担当

者会議等による専門的意見の聴取（第十四号） 者会議等による専門的意見の聴取（第十四号）

介護支援専門員は、利用者が要介護状態区分の変更の認定 介護支援専門員は、利用者が要介護状態区分の変更の認定

を受けた場合など本号に掲げる場合には、サービス担当者会 を受けた場合など本号に掲げる場合には、サービス担当者会

議の開催により、居宅サービス計画の変更の必要性について、 議の開催により、居宅サービス計画の変更の必要性について、

担当者から、専門的な見地からの意見を求めるものとする。 担当者から、専門的な見地からの意見を求めるものとする。

ただし、やむを得ない理由がある場合については、サービス ただし、やむを得ない理由がある場合については、サービス

担当者に対する照会等により意見を求めることができるもの 担当者に対する照会等により意見を求めることができるもの

とする。なお、ここでいうやむを得ない理由がある場合とは、 とする。なお、ここでいうやむを得ない理由がある場合とは、

開催の日程調整を行ったが、サービス担当者の事由により、 開催の日程調整を行ったが、サービス担当者の事由により、

サービス担当者会議への参加が得られなかった場合等が想定 サービス担当者会議への参加が得られなかった場合や居宅サ

される。 ービス計画の変更から間もない場合で利用者の状態に大きな

変化が見られない場合等が想定される。

当該サービス担当者会議の要点又は当該担当者への照会内 当該サービス担当者会議の要点又は当該担当者への照会内

容については記録するとともに、基準第二十九条第二項の規 容については記録するとともに、基準第二十九条第二項の規

定に基づき、当該記録は、二年間保存しなければならない。 定に基づき、当該記録は、二年間保存しなければならない。

また、前記の担当者からの意見により、居宅サービス計画 また、前記の担当者からの意見により、居宅サービス計画

の変更の必要がない場合においても、記録の記載及び保存に の変更の必要がない場合においても、記録の記載及び保存に

ついて同様である。 ついて同様である。

⑮ 居宅サービス計画の変更（第十五号） ⑮ 居宅サービス計画の変更（第十五号）

介護支援専門員は、居宅サービス計画を変更する際には、 介護支援専門員は、居宅サービス計画を変更する際には、

原則として、基準第十三条第三号から第十一号までに規定さ 原則として、基準第十三条第三号から第十一号までに規定さ

れた居宅サービス計画作成に当たっての一連の業務を行うこ れた居宅サービス計画作成に当たっての一連の業務を行うこ

とが必要である。 とが必要である。
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なお、利用者の希望による軽微な変更（サービス提供日時 なお、利用者の希望による軽微な変更（例えばサービス提

の変更等）を行う場合には、この必要はないものとする。た 供日時の変更等で、介護支援専門員が基準第十三条第三号か

だし、この場合においても、介護支援専門員が、利用者の解 ら第十一号までに掲げる一連の業務を行う必要性がないと判

決すべき課題の変化に留意することが重要であることは、同 断したもの）を行う場合には、この必要はないものとする。

条第十二号（⑫居宅サービス計画の実施状況等の把握及び評 ただし、この場合においても、介護支援専門員が、利用者の

価等）に規定したとおりであるので念のため申し添える。 解決すべき課題の変化に留意することが重要であることは、

同条第十二号（⑫居宅サービス計画の実施状況等の把握及び

評価等）に規定したとおりであるので念のため申し添える。

⑯・⑰ （略） ⑯・⑰ （略）

⑱ 主治の医師等の意見等(第十八号・第十九号) ⑱ 主治の医師等の意見等(第十八号・第十九号)

訪問看護、訪問リハビリテーション、通所リハビリテーシ 訪問看護、訪問リハビリテーション、通所リハビリテーシ

ョン、居宅療養管理指導及び短期入所療養介護については、 ョン、居宅療養管理指導、短期入所療養介護、定期巡回・随

主治の医師又は歯科医師（以下「主治の医師等」という。） 時対応型訪問介護看護（訪問看護サービスを利用する場合に

等がその必要性を認めたものに限られるものであることか 限る。）及び複合型サービス（訪問看護サービスを利用する

ら、介護支援専門員は、これらの医療サービスを居宅サービ 場合に限る。）については、主治の医師又は歯科医師（以下

ス計画に位置付ける場合にあっては主治の医師等の指示があ 「主治の医師等」という。）等がその必要性を認めたものに

ることを確認しなければならない。 限られるものであることから、介護支援専門員は、これらの

医療サービスを居宅サービス計画に位置付ける場合にあって

は主治の医師等の指示があることを確認しなければならな

い。

このため、利用者がこれらの医療サービスを希望している このため、利用者がこれらの医療サービスを希望している

場合その他必要な場合には、介護支援専門員は、あらかじめ、 場合その他必要な場合には、介護支援専門員は、あらかじめ、

利用者の同意を得て主治の医師等の意見を求めなければなら 利用者の同意を得て主治の医師等の意見を求めなければなら

ない。 ない。

なお、医療サービス以外の指定居宅サービス等を居宅サー なお、医療サービス以外の指定居宅サービス等を居宅サー

ビス計画に位置付ける場合にあって、当該指定居宅サービス ビス計画に位置付ける場合にあって、当該指定居宅サービス

等に係る主治の医師等の医学的観点からの留意事項が示され 等に係る主治の医師等の医学的観点からの留意事項が示され

ているときは、介護支援専門員は、当該留意点を尊重して居 ているときは、介護支援専門員は、当該留意点を尊重して居

宅介護支援を行うものとする。 宅介護支援を行うものとする。

⑲ （略） ⑲ （略）

⑳ 福祉用具貸与及び特定福祉用具販売の居宅サービス計画へ ⑳ 福祉用具貸与及び特定福祉用具販売の居宅サービス計画へ

の反映（第二十一号・第二十二号） の反映（第二十一号・第二十二号）

福祉用具貸与及び特定福祉用具販売については、その特性 福祉用具貸与及び特定福祉用具販売については、その特性
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と利用者の心身の状況等を踏まえて、その必要性を十分に検 と利用者の心身の状況等を踏まえて、その必要性を十分に検

討せずに選定した場合、利用者の自立支援は大きく阻害され 討せずに選定した場合、利用者の自立支援は大きく阻害され

るおそれがあることから、検討の過程を別途記録する必要が るおそれがあることから、検討の過程を別途記録する必要が

ある。 ある。

このため、介護支援専門員は、居宅サービス計画に福祉用 このため、介護支援専門員は、居宅サービス計画に福祉用

具貸与及び特定福祉用具販売を位置付ける場合には、サービ 具貸与及び特定福祉用具販売を位置付ける場合には、サービ

ス担当者会議を開催し、当該計画に福祉用具貸与及び特定福 ス担当者会議を開催し、当該計画に福祉用具貸与及び特定福

祉用具販売が必要な理由を記載しなければならない。 祉用具販売が必要な理由を記載しなければならない。

なお、福祉用具貸与については、居宅サービス計画作成後 なお、福祉用具貸与については、居宅サービス計画作成後

必要に応じて随時サービス担当者会議を開催して、利用者が 必要に応じて随時サービス担当者会議を開催して、利用者が

継続して福祉用具貸与を受ける必要性について専門的意見を 継続して福祉用具貸与を受ける必要性について専門的意見を

聴取するとともに検証し、継続して福祉用具貸与を受ける必 聴取するとともに検証し、継続して福祉用具貸与を受ける必

要がある場合には、その理由を再び居宅サービス計画に記載 要がある場合には、その理由を再び居宅サービス計画に記載

しなければならない。 しなければならない。

また、福祉用具貸与については以下の項目について留意す また、福祉用具貸与については以下の項目について留意す

ることとする。 ることとする。

ア 介護支援専門員は、経過的要介護又は要介護一の利用者 ア 介護支援専門員は、要介護一の利用者（以下「軽度者」

（以下「軽度者」という。）の居宅サービス計画に指定福 という。）の居宅サービス計画に指定福祉用具貸与を位置

祉用具貸与を位置付ける場合には、「厚生労働大臣が定め 付ける場合には、「厚生労働大臣が定める利用者等」（平成

る者等」（平成十二年厚生省告示第二十三号）第十九号の 二十四年厚生労働省告示第九十五号）第二十五号のイで定

イで定める状態像の者であることを確認するため、当該軽 める状態像の者であることを確認するため、当該軽度者の

度者の「要介護認定等基準時間の推計の方法」（平成十二 「要介護認定等基準時間の推計の方法」（平成十二年厚生

年厚生省告示第九十一号）別表第一の調査票について必要 省告示第九十一号）別表第一の調査票について必要な部分

な部分（実施日時、調査対象者等の時点の確認及び本人確 （実施日時、調査対象者等の時点の確認及び本人確認がで

認ができる部分並びに基本調査の回答で当該軽度者の状態 きる部分並びに基本調査の回答で当該軽度者の状態像の確

像の確認が必要な部分）の写し（以下「調査票の写し」と 認が必要な部分）の写し（以下「調査票の写し」という。）

いう。）を市町村から入手しなければならない。 を市町村から入手しなければならない。

ただし、当該軽度者がこれらの結果を介護支援専門員へ ただし、当該軽度者がこれらの結果を介護支援専門員へ

提示することに、あらかじめ同意していない場合について 提示することに、あらかじめ同意していない場合について

は、当該軽度者の調査票の写しを本人に情報開示させ、そ は、当該軽度者の調査票の写しを本人に情報開示させ、そ

れを入手しなければならない。 れを入手しなければならない。

イ・ウ （略） イ・ウ （略）

㉑・㉒ （略） ㉑・㉒ （略）
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㉓ 指定介護予防支援業務の受託上限（第二十五号） ㉓ 指定介護予防支援業務の受託に関する留意点（第二十五号）

指定居宅介護支援事業者は、法第百十五号の二十一第三項 指定居宅介護支援事業者は、指定介護予防支援業務を受託

の規定に基づき、指定介護予防支援事業者から指定介護予防 するにあたっては、その業務量等を勘案し、指定介護予防支

支援の業務の委託を受けることができるが、当該委託を受け 援業務を受託することによって、当該指定居宅介護支援事業

ることができる利用者（基準第十三条第二十五号に規定する 者が本来行うべき指定居宅介護支援業務の適正な実施に影響

厚生労働大臣が定める基準に該当する地域（厚生労働大臣が を及ぼすことのないよう配慮しなければならない。

定める地域（平成十二年厚生省告示第二十四号）に定める地

域と同じ。）に住所を有する利用者を除く。）の数は、常勤換

算方法で算定した介護支援専門員一人につき八人を限度とす

る。この場合、事業所全体でこの上限を下回っていれば、適

切な範囲で、介護支援専門員同士で役割分担を行うことは差

し支えない。なお、指定居宅介護支援事業者は、その業務量

等を勘案し、当該上限の範囲内であっても指定介護予防支援

業務を受託することによって、当該指定居宅介護支援事業者

が本来行うべき指定居宅介護支援業務の適正な実施に影響を

及ぼすことのないよう配慮しなければならない。

⑻～⒆ （略） ⑻～⒆ （略）

４ （略） ４ （略）


